
玉城町工業会支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、玉城町工業会に所属する事業者が、県が出展する展示会又は公益財団

法人三重県産業支援センターが行う展示会、その他会長が認める展示会に出展しようとす

る場合に、その経費の一部を補助することについて、必要な事項を定める。 

（補助対象者） 

第２条 補助対象者は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

（１）玉城町工業会に所属する事業者 

（２）町税（国民健康保険料を含む。）等に滞納のない所属事業者 

（補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費は、次に掲げるものとする。 

（１）展示会参加費用 

（２）その他玉城町工業会会長（以下「会長」という。）が特に必要と認めた経費 

（補助金額） 

第４条 補助金の額は、予算の範囲内において、１認定事業者につき県出展ブース又は公益

財団法人三重県産業支援センターが行う展示会への展示会参加費用１０万円を上限とし

て交付するものとする。 

２ １事業当たりの補助金の額が前項の上限額を超えない範囲においては、１認定事業者

の複数の事業に対して補助することができる。 

（交付申請） 

第５条 補助金を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、玉城町工業会支援補助

金交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて、会長に提出しなければならな

い。 

（１）補助対象経費の内訳書及び見積書等の見込み額が分かる書類 

（２）町税等完納証明書 

（３）その他会長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第６条 会長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金の交付の適否

を決定し、その結果を玉城町工業会支援補助金交付（不交付）決定通知書（第２号様式）

により、申請者に通知するものとする。 

（変更等申請） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、申請内容を変更

しようとする場合又は事業を中止しようとする場合は、玉城町工業会支援補助金変更等申

請書（第３号様式）を会長に提出しなければならない。 

２ 会長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査し、申請内容の変更又は事業

の中止の適否を決定し、その結果を玉城町工業会支援補助金変更承認決定通知書（第４号



様式）により、交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、補助事業の完了した日から３０日以内又は当該年度の年度末まで

のいずれか早い日までに、玉城町工業会支援補助金実績報告書（第５号様式。以下「実績

報告書」という。）に、次に掲げる書類を添えて、玉城町工業会支援補助金交付請求書（第

６号様式。以下「請求書」という。）とともに会長に提出しなければならない。 

（１）領収書の写し又は要した経費の内訳が確認できる根拠書類 

（２）事業を行ったことがわかる写真又は製作物等 

（３）事業成果報告書（第６号様式－2） 

（４）その他会長が必要と認める書類 

２ 販売した商品の売上集計票を記載するものとする。 

３ 会長は、同条の実績報告書及び請求書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認

めたときは、速やかに交付決定者に補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第９条 会長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付の決定を取り消

すことができる。 

（１）提出書類の記載事項に虚偽の記載があったとき。 

（２）補助金を目的以外に使用したとき。 

（３）その他不正な行為があったとき。 

２ 会長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、玉城町工業会支援

補助金交付取消通知書（第７号様式）により、交付決定者に通知するものとする。この場

合において、既に補助金等を交付しているときは、玉城町工業会支援補助金還付命令書

（第８号様式）により、補助金の全部又は一部について、期限を定めてその返還を命ずる

ものとする。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

附則 

この要綱は、令和７年５月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和 7 年 9 月 9 日から施行する。 

 

 

 

 

 



 

 

第１号様式（第５条関係） 

 

  玉城町工業会支援補助金交付申請書 

 

                               年  月  日 

 

 玉城町工業会 会長 宛  

住所又は所在地     

申請者又は名称                 

氏名又は代表者名               

 

 玉城町工業会支援補助金交付要綱第５条により、関係書類を添えて申請します。 

１ 補助対象経費の種別 
□展示会出展参加に要する経費 

□その他会長が特に必要と認めた経費 

２ 申 請 金 額                  円 

３ 添 付 書 類  

 



１ 事業計画書 

(1)補 助 事 業 の 概 要  

(2)期待される成果  

(3)補助事業の施行場所  

(4)補 助 事 業 の 着 手 

   完 了 予 定 年 月 日 
着手  年 月 日 

完了 

(予定 ) 
 年 月 日 

 

２ 収支予算書 

 (1) 収入の部                         （単位 円） 

区 分 本年度予算額 摘 要 

補助金 

自己負担金 

  

 

 (2) 支出の部                         （単位 円） 

区 分 本年度予算額 摘 要 

   

 



第３号様式（第７条関係） 

 

玉城町工業会支援補助金変更等申請書   

 

年  月  日 

 

玉城町工業会 会長 宛 

                         住所又は所在地     

申請者 名     称               

氏名又は代表者名 

    

年  月  日付で交付決定を受けた玉城町工業会支援補助金について、次のと

おり内容を変更（中止）したいので、玉城町工業会支援補助金交付要綱第７条第１項の規定

により申請します。 

 

記 

申請区分 

※  申請区分にレ

点を付すこと。 

□ 申請内容変更   □ 事業中止   

変更等の内容  

変更等年月日     年  月  日 

変更等の理由  

添付書類  

 

 

 



 

第５号様式（第８条関係） 

 

玉城町工業会支援補助金実績報告書 

 

年  月  日 

 

玉城町工業会 会長 宛 

                       住所又は所在地     

名     称               

氏名又は代表者名 

 

年  月  日付で交付決定を受けた玉城町工業会支援補助金について、事業が

完了したので、玉城工業会支援補助金交付要綱第８条の規定により関係書類を添えて実績

報告します。 

                    記 

１ 補助対象経費の種別 
□展示会出展参加に要する経費 

□その他会長が特に必要と認めた経費 

２ 補助事業の施行場所  

３ 補 助 金 額                    円 

４ 着 手 年 月 日    年  月  日 

５ 完 成 年 月 日             年  月  日 

６ 事 業 成 果 の 説 明 別紙事業成果報告書のとおり 

７ 添 付 書 類 

 

 

 

 

 



 収支決算書 

 １ 収入の部                          （単位 円） 

区 分 予 算 額 決 算 額 
比 較 

摘 要 
増 減 

      

 

 

 ２ 支出の部                          （単位 円） 

区 分 予 算 額 決 算 額 
比 較 

摘 要 
増 減 

      

 

 

 

 



第６号様式（第８条関係） 

 

玉城町工業会支援補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

玉城町工業会 会長  宛 

                          住所又は所在地     

請求者 名     称               

氏名又は代表者名 

   

年  月  日付で交付確定通知を受けた玉城町工業会支援補助金について、次

のとおり玉城町工業会支援補助金交付要綱第８条第１項の規定により請求します。 

 

                     記 

 

請求金額   金          円 

 

振込先 

金 融 機 関 名 
銀行・農協             支店 

組合・金庫             支所 

種     類 普 通 ・ 当 座 

口 座 番 号  

フ リ ガ ナ 

口 座 名 義 人 

 

 

 

 

  



（第６号様式－2） 

事業成果報告書 

 

年  月  日 

 

玉城町工業会 会長  宛 

 

                       住所又は所在地     

名     称               

氏名又は代表者名 

 

 

１ 事業成果の概要（いつ、どこで、誰を対象に、何を、どうしたのか、簡潔に） 

 

 

 

２ 事業を実施したことによる効果及び今後の課題、将来の展望等 

 

 

 

３ その他 

 

 


